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令和３年度大津町工業用水道事業会計予算 
 
（総則） 

第１条 令和３年度大津町工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 

（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
 （１） 給 水 事 業 所 数               ６事業所 
 （２） 年 間 総 給 水 量       １，０９５，０００立方メートル 
 （３） 一 日 平 均 給 水 量           ３，０００立方メートル 
 
 
 （収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 
第１款  工 業 用 水 道 事 業 収 益        ６３，４９２千円 

第１項  営 業 収 益         ６１，７０６千円 
第２項  営 業 外 収 益           １，７８６千円 
第３項  特 別 利 益             ０千円 

 
支   出 

第１款  工 業 用 水 道 事 業 費        ７８，５８２千円 
第１項  営 業 費 用          ７３，０３５千円 
第２項  営 業 外 費 用         ２，５４７千円 
第３項  特 別 損 失                    ０千円 
第４項  予 備 費          ３，０００千円 

 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８，９９９千円は、消費税及び地

方消費税資本的支出調整額６０８千円、減債積立金３１６千円及び損益勘定留保資金８，０７５千円で補てんするものとする）。 
 

収   入 
な   し 

 
                                         

        ―予１― 



―予２― 
 
 

支   出 
第１款  資 本 的 支 出         ８，９９９千円 

第１項  建 設 改 良 費         ６，６８３千円 
第２項  企 業 債 償 還 金           ３１６千円 
第３項  予 備 費         ２，０００千円 

 
 
 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第５条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 
 （１） 職員給与費（法定福利費を含む）      １０，７９７千円 
 
 
 （利益剰余金の処分） 
第６条 繰越利益剰余金のうち３１６千円は、次のとおり処分するものと定める。 
 （１） 減 債 積 立 金                 ３１６千円 
 
 
 

令和 ３年 ３月  日提出 
 
                                   大津町長  金田 英樹 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 ３ 年 度 
 

大津町工業用水道事業会計予算に関する説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                                                 ―説１― 
 

令和３年度大津町工業用水道事業会計予算実施計画 
 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 
収 入 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 

１ 工 業 用 水 道 
  事 業 収 益 

  ６３，４９２  

１ 営 業 収 益 
 ６１，７０６  

１ 給 水 収 益 ６１，７０５  
２ そ の 他 の 営 業 収 益 １  

２ 営 業 外 収 益 

 １，７８６  
１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ４  
２ 長 期 前 受 金 戻 入 １，７８０  
３ 雑 収 益 １  
４ 消 費 税 還 付 金 １  

３ 特 別 利 益 

 ０  
１ 過 年 度 損 益 修 正 益 ０  
２ 長 期 前 受 金 戻 入 ０  
３ そ の 他 特 別 利 益 ０  

 
  支 出 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 
 
 
 
 
 

１ 工 業 用 水 道 
  事 業 費 

  ７８，５８２  
 
 
 
 
 

１ 営 業 費 用 

 ７３，０３５  

１ 原 水 費 ３５，９３０  

２ 配 水 及 び 給 水 費 ８４８  

３ 総 係 費 １５，７９０  
 
 
 



 

 
４ 減 価 償 却 費 ２０，４６６  
５ 資 産 減 耗 費 ０  
６ そ の 他 営 業 費 用 １  

２ 営 業 外 費 用 

  ２，５４７  
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 ４６  
２ 消費税及び地方消費税 ２，５００  
３ 雑 支 出 １  

３ 特 別 損 失 

 ０  
１ 減 損 損 失 ０  
２ 過 年 度 損 益 修 正 損 ０  
３ そ の 他 特 別 損 失 ０  

４ 予 備 費 
 ３，０００  
１ 予 備 費 ３，０００  

 
資 本 的 収 入 及 び 支 出 

 
  収 入   なし 
 
  支 出 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 

 １ 資 本 的 支 出 

  ８，９９９  

１ 建 設 改 良 費 
 ６，６８３  

１ 工業用水道建設改良費 ６，６８３  

２ 企業債償還金 
 ３１６  

１ 企 業 債 償 還 金 ３１６  

３ 予 備 費 
 ２，０００  

１ 予 備 費 ２，０００  
                                             

 
―説２― 



―説３― 
 
 

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

（令和 3 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日まで） 

 

（単位：円） 

１．業務活動によるキャッシュ・フロー   ２．投資活動によるキャッシュ・フロー  

   当年度純損失 △9,590,786     有形固定資産の取得による支出 △6,682,500 

   減価償却費 

   賞与引当金の増加額 

20,465,786 

3,000 
   投資活動によるキャッシュ・フロー △6,682,500 

   長期前受金戻入額 △1,780,000    

   受取利息及び受取配当金 △4,000  ３．財務活動によるキャッシュ・フロー  

   支払利息 46,000     企業債の償還による支出 △315,982 

   未払金の増加額 38,000    財務活動によるキャッシュ・フロー △315,982 

     小計 9,178,000    

   利息及び配当金の受取額 4,000   資金増加額 2,137,518 

   利息の支払額 △46,000   資金期首残高 112,072,424 

  業務活動によるキャッシュ・フロー 9,136,000   資金期末残高 114,209,942 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



 
給 与 費 明 細 書 

 
１ 総括 

区 分 
職 員 数 給 与 費 

法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本年度 ０ ５ １ ５，７０２ ０ ３，４１１ ９，１１３ １，６８４ １０，７９７ 

前年度 ０ ６ １ ５，７９１ ０ ３，５７８ ９，３６９ １，６６８ １１，０３７ 

比 較 ０ △１ ０ △８９ ０ △１６７ △２５６ １６ △２４０ 
注）本年度一般職５名のうち４名は下水道課と兼務している。 
注）前年度一般職６名のうち５名は下水道課と兼務している。 
 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 １９８ ０ ４８ １２０ ２，１４９ １００ ７９６ 

前年度 ２４０ ０ ５１ ２４０ ２，１３５ １００ ８１２ 

比 較 △４２ ０ △３ △１２０ １４ ０ △１６ 
 

 

ア 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 
職 員 数 給 与 費 

法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本年度 ０ ５ ０ ４，４１９ ０ ３，１１４ ７，５３３ １，４３７ ８，９７０ 

前年度 ０ ６ ０ ４，５０８ ０ ３，３４６ ７，８５４ １，４２９ ９，２８３ 

比 較 ０ △１ ０ △８９ ０ △２３２ △３２１ ８ △３１３ 
 

 

                                                 ―説４― 



―説５― 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 １９８ ０ ２４ １２０ １，８７６ １００ ７９６ 

前年度 ２４０ ０ ０ ２４０ １，９５４ １００ ８１２ 

比 較 △４２ ０ ２４ △１２０ △７８ ０ △１６ 
 

イ 会計年度任用職員 

区 分 
職 員 数 給 与 費 

法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本年度 ０ ０ １ １，２８３ ０ ２９７ １，５８０ ２４７ １，８２７ 

前年度 ０ ０ １ １，２８３ ０ ２３２ １，５１５ ２３９ １，７５４ 

比 較 ０ ０ ０ ０ ０ ６５ ６５ ８ ７３ 
 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 ０ ０ ２４ ０ ２７３ ０ ０ 

前年度 ０ ０ ５１ ０ １８１ ０ ０ 

比 較 ０ ０ △２７ ０ ９２ ０ ０ 
 
 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 増減額事由別内訳 説 明 

給  料 （千円） 
△８９ 人事異動に伴う減少分 △８９ 一般職職員の平均昇給率０．６９％ 

手  当 △２３２ その他の減少分 △２３２ 扶養手当、児童手当他 

 
 
 



 ３ 給料及び手当の状況 
（１） 職員１人当たり給与 

区 分 事 務 ・ 技 術 職 

令和３年４月１日現在 
平 均 給 料 月 額   （円） ３６４，６００ 
平 均 給 与 月 額   （円） ３６６，６００ 
平 均 年 齢   （歳） ４６ 

令和２年４月１日現在 
平 均 給 料 月 額   （円） ３７２，１００ 
平 均 給 与 月 額   （円） ３９２，１００ 
平 均 年 齢   （歳） ４６ 

 
  （２） 初任給 

区    分 事  務  職   （円） 一般会計の制度  （円） 

一 般 職 高 校 卒 １５０，６００ １５０，６００ 
短 大 卒 １６３，１００ １６３，１００ 

行 政 職 大 学 卒 １８２，２００ １８２，２００ 
 

（３）  級別職員数（兼務職員を除く） 

区    分 事       務         職 
級 職員数 （人） 構成比 （%） 級 職員数 （人） 構成比 （%） 

令和３年４月１日現在 

１級   ５級   
２級   ６級   
３級   ７級   
４級 １ １００ 計 １ １００ 

令和２年４月１日現在 

１級   ５級   
２級   ６級   
３級   ７級   
４級 １ １００ 計 １ １００ 

 
（級別の基準となる職務） 

事 務 職 

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 
部長の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 

課長の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 
課長補佐の職務 

主幹の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 
３   級 ２   級 １   級  

係長、参事、主査の職務 
特に高度な知識経験を必要と

する業務を行う主事、技師の

職務 

主事、技師の職務 
（２級に掲げる職員を除く）  

―説６― 



―説７― 
 
 

（４） 昇給 

本 
 
年 

 
度 

区         分 合     計 事  務  職 
職     員     数   （A） （人） １ １ 
昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １ 

号 級 数 別 内 訳 

２号級 （人） 
４号級 （人） 
６号級 （人） 
８号級 （人） 

 
１ 
 
 

 
１ 
 
 

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 

前 
 
年 

 
度 

職     員     数   （A） （人） １ １ 
昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １ 

号 級 数 別 内 訳 

２号級 （人） 
４号級 （人） 
６号級 （人） 
８号級 （人） 

 
１ 
 
 

 
１ 
 
 

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 
 
  （５） 期末手当、勤勉手当 

区  分 支 給 期 別 支 給 率 支給率計 
（月分） 

職制上の階級、職務 
等級による加算措置 備 考 

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） 
本  年  度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  
前  年  度 ２．２５ ２．２ ０ ４．４５ 有  
一般会計の制度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  

 
（６） その他の手当 

区      分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 
扶 養 手 当 同 じ  
住 居 手 当 同 じ  
通 勤 手 当 同 じ  
児 童 手 当 同 じ  

 
 
 



 
 
 
 

令和３年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（令和 4 年 3 月 31 日） 

 
 円  円  円  円 

資 産 の 部 
１ 固定資産        

（１）有形固定資産        

 イ 土地   4,664,120     

  ロ 建物 17,071,478       

    建物減価償却累計額 △8,604,919  8,466,559     

  ハ 構築物 363,057,378       

    構築物減価償却累計額 △164,388,443  198,668,935     

  ニ 機械及び装置 304,059,484       

    機械及び装置減価償却累計額 △157,280,567  146,778,917     

     有形固定資産合計     358,578,531   

固定資産合計       358,578,531 

２ 流動資産        

 （１）現金預金     114,209,942   

流動資産合計       114,209,942 

資産合計       472,788,473 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 
―説８― 



―説９― 
 

負 債 の 部 

３ 固定負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     1,862,313   

 （２）引当金        

  イ 修繕引当金     3,467,669   

固定負債合計       5,329,982 

４ 流動負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     321,893   

 （２）未払金     3,145,299   

 （３）預り金     2,000,000   

 （４）引当金        

  イ 賞与引当金     624,000   

  ロ 法定福利費引当金     128,000   

流動負債合計       6,219,192 

５ 繰延収益        

 （１）長期前受金     160,371,560   

 （２）長期前受金収益化累計額     △112,050,299   

繰延収益合計       48,321,261 

       負債合計       59,870,435 

資 本 の 部 

６ 資本金       241,723,797 

        

７ 剰余金        

 （１）利益剰余金        

  イ 減債積立金   3,326     

  ロ 当年度未処分利益剰余金   171,190,915     

     利益剰余金合計     171,194,241   

      剰余金合計       171,194,241 

       資本合計       412,918,038 

       負債資本合計       472,788,473 

        

        

 
 



 
 
 
注記 
 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
 
  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 
       定額法 
        主な耐用年数 
        建物 ５０年 
        構築物 １０年～５０年 
        機械及び装置 ５年～２０年 
 
 
 
  （２）引当金の計上方法 
      イ．貸倒引当金 
         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 
      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 
することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 
         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 
      ニ．修繕引当金 

設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 
なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

 
 
 

（３）消費税等の会計処理 
      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２．その他の事項に関する注記 
 
 

（１）引当金の目的使用による取り崩し（予定） 
      当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金６２１千円を使用し、これに伴う法定福利費を支出する

ため法定福利費引当金１２８千円を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

令和２年度 大津町工業用水道事業会計 予定損益計算書 
（令和 2 年 4 月１日から令和 3 年 3 月 31 日まで） 

 
 円  円  円 

１ 営業収益      

 （１）給水収益 63,489,000  63,489,000   

２ 営業費用      

 （１）原水費 30,776,000     

 （２）配水及び給水費 51,000     

 （３）総係費 11,314,000     

 （４）減価償却費 19,486,934  61,627,934   

    営業利益     1,861,066 

３ 営業外収益      

（１） 受取利息及び配当金 

（２） 雑収益 

4,000 

18,000 
 

 

 
 

 

 

 （３）長期前受金戻入 1,780,000  1,802,000   

４ 営業外費用      

 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 52,000  52,000  1,750,000 

    経常利益     3,611,066 

    当年度純利益     3,611,066 

    前年度繰越利益剰余金     177,176,454 

    その他未処分利益剰余金変動額     310,181 

    当年度未処分利益剰余金     181,097,701 
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令和２年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（令和 3 年 3 月 31 日） 

 
 円  円  円  円 

資 産 の 部 

１ 固定資産        

（１）有形固定資産        

  イ 土地   4,664,120     

  ロ 建物 17,071,478       

    建物減価償却累計額 △8,297,634  8,773,844     

  ハ 構築物 363,057,378       

    構築物減価償却累計額 △154,536,254  208,521,124     

  ニ 機械及び装置 297,376,984       

    機械及び装置減価償却累計額 △146,974,255  150,402,729     

     有形固定資産合計     372,361,817   

固定資産合計       372,361,817 

２ 流動資産        

 （１）現金預金     112,072,424   

流動資産合計       112,072,424 

資産合計       484,434,241 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 



 
 

負 債 の 部 

３ 固定負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     2,184,206   

 （２）引当金        

  イ 修繕引当金     3,467,669   

固定負債合計       5,651,875 

４ 流動負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     315,982   

 （２）未払金     3,107,299   

 （３）預り金     2,000,000   

 （４）引当金        

  イ 賞与引当金     621,000   

  ロ 法定福利費引当金     128,000   

流動負債合計       6,172,281 

５ 繰延収益        

 （１）長期前受金     160,371,560   

 （２）長期前受金収益化累計額     △110,270,299   

繰延収益合計       50,101,261 

負債合計       61,925,417 

資 本 の 部 

６ 資本金       241,407,815 

        

７ 剰余金        

 （１）利益剰余金        

  イ 減債積立金   3,308     

  ロ 当年度未処分利益剰余金   181,097,701     

     利益剰余金合計     181,101,009   

      剰余金合計       181,101,009 

 資本合計       422,508,824 

負債資本合計       484,434,241 
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注記 
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 

  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

       定額法 

        主な耐用年数 

        建物 ５０年 

        構築物 １０年～５０年 

        機械及び装置 ５年～２０年 

 

 

 

  （２）引当金の計上方法 

      イ．貸倒引当金 

         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 

することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 

         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 

      ニ．修繕引当金 

         設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 

なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

 

 

 

（３）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

 



 

 

 

２．その他の事項に関する注記 

 

 

（１）引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金 530,351 円を取り崩し、これに伴う法定福利費を支出す

るため法定福利費引当金 107,621 円を取り崩した。 
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